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研究成果の概要（和文）：　本研究は､戦前戦後を通じて地域の教育文化をリードしてきた教員諸団体に焦点を
当て、地域の教育研究の活動実態､それを中心とする地域の教員文化･教育文化を解明し､教員文化と学力との関
わりを検討した。
　本研究を通して得られた知見は、以下の３点である。第１に、校長会は政策的課題を担う一方で、戦前戦後を
通じて、教育研究を促してきた。第２に、地域における教員諸団体は、機関誌等のメディアを通じて、教育に関
する知識とスキルを共有化し、蓄積してきた。第３に、地域の教員文化と学力との関わりをいっそう明らかにす
るためには、校長会の組織と機能、また個々の校長のキャリア、思想と行動の分析が不可欠である。

研究成果の概要（英文）：In this research, we have discussed the relationship between teachers' 
culture and achievemnet, focusing on teachers' associations which had developed the educaitonal 
culture in each local area. And we get the following three conclusions. Firstly, the local 
educational associations, which had continued educational research activities since the Meiji era, 
had been managed by principals before and after 1945. Secondary, teachers have shared knowledge and 
skills through conferences and journals, which are representations of the local educational culture.
 Thirdly, we have to research further on characteristics of principal communities and each 
individual principal.   
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１．研究開始当初の背景 
 
申請者はこれまで近代日本の地方教育行
政を補完し､教員養成および教員研修の実質
的担い手であった地方教育会の研究を行っ
てきた（『近代日本教育会史研究』2007、 『続･
近代日本教育会史研究』2010）。地方教育会
は明治期以降、中央の教育政策と地方の教育
実態とのギャップを調整し、地方の実情に応
じた教育を実質的に策定・実行してきた教育
関係者の団体である。明治 10 年代に地方の
自発的な結社として発足し､戦時中には全国
的に組織された翼賛団体に転じた。戦後は多
くの都道府県で解散されたものの､教育研究
所（後に教育センター）、校長会、地域教育
研究団体として形を変えながら今日まで存
続している。  
これまでの研究から明らかになったこと
は､以下の 2 点である。 
(1) 日本の教育行政･教員政策は画一的と考
えられてきたが､一様ではなく県･郡市ご
とに差異が認められる。この差異を作った
のが地方教育会である。 

(2) 教育実践の質および教員文化の規定要因
として､地方教育会と 校長会･地域教育研
究団体の果たした役割は大きい。 
地方における教育会･教育研究組織の存在
は､地域ごとに教員研修が組織され､地域ご
とに教員文化が形成･蓄積されてきたことを
意味するものである。 
今日の学力問題も、地域の教員研修のあり
方を中心とする地域の教員文化と深い関わ
りがあることが容易に推測できる。従来の研
究においては､戦前と戦後とが分断されて論
じられることが多く､教員研修史もその例 
外ではない。 
そこで本研究においては､従来の研究視角
を超え､地方教育会から校長会･地域教育研
究諸団体の転換と県教育研究所の設立に至
る教員研修組織とその活動実態を追跡する。
とくに戦後改革期における地方教育会の再
編から､今日の研修組織の骨格が明らかにな
る 1980 年代までを対象として、その組織構
造と機能を明らかにし､歴史の中で創造･蓄
積されてきた地域の教員文化を解明する 
 
 
２．研究の目的 
 
文部科学省の全国学力・学習状況調査は都
道府県間で学力に差異があり、県別順位がお
およそ固定していることを示してきた。本研
究は､学力の差異･順位固定化の一因が各県
の教員文化にあるとの仮説の下､ 各県の教
員研修組織およびその活動実態について歴
史的分析を行い､教員文化の地域性･多様性
を明らかにすることを目的とする。 
このため､本研究においては教員研修の担
い手であり､教員文化を創造してきた地方教
育関係諸団体に注目し、戦後における地方教

育会の解散･再編過程から各県教育研究所を
中心とする教員研修の組織化･体系化過程に
至るまでの実態を解明する｡ 
この研究を通して得られるであろう知見
は､地域を基盤とした教職開発､地域を基盤
とした学校教育開発の可能性と方策､また
「学び続ける教師」像の形成､そして学力向
上対策などに具体的で基礎的な知見を提供
することができる。 

 
 
３．研究の方法 
 
(1) 現代的課題意識に基づく歴史研究 
これまで戦前の地方教育会の組織と機能
を分析してきた。これらの分析を踏まえ､戦
後の地方教育を実際に駆動させるに至った
戦前の地方教育会､戦後の校長会･地域教育 
研究団体の教員研修機能に焦点を絞り、教員
文化の蓄積過程を歴史的に分析する。 
 
(2) 事例の抽出方法 
範例的に抽出する事例は、以下の通り。 
① 岐阜県 
 岐阜県は国の教育政策に照らして､標準的
な地方教育行政を行ってきた事例である。 
② 宮城県 
 宮城県は地域や学校の自主性を尊重して
きた事例である。 
③ 秋田県 
 秋田県は県と地域教育研究団体が連携し
て職能開発に努めてきた事例である。 
これらの事例を中心とするものの、全国一
斉学力・学習状況調査において学力が高いと
される福井県などの事例も必要に応じて調
査する。 
これらの事例研究を通して、それぞれの県
や郡市レベルにおいて教育関係諸団体――
たとえば、県教育委員会、県や郡市の教育研
究所、校長会、教育振興会、教職員組合など
――が果たしてきた機能の分析を行う。とく
に、教育関係諸団体は機関誌等の活動記録を
出版しており、これらの機関誌等の収集・分
析を行う。これにより教員文化に象徴される
地域の教育文化と学力との関わりを解明す
る。 
 
⑶ 研究遂行の方法 
この研究計画を遂行するために、研究会
(年３回)および学会（年１回ないし２回）で
の研究成果報告を行い､研究組織として方法､
対象を絞り込みながら研究を進めた。 
 
⑷ 研究の進行計画とその方法 
① 平成 26 年度の進行計画とその方法 
平成 26 年度は、①岐阜県・宮城県・秋田
県の戦前期教育会に関わる特徴を先行研究
から把握するとともに､資料の所在（教育会
雑誌や教育会史など）を確認する。②県教育
研究所や校長会など地方教育行政に関わる



基本的な文献や資料の把握と収集、③教職員
組合などの地域教育研究団体に関わる基本
的な文献や資料の把握と収集。これらの作業
を通じて収集された史料に基づき、戦後初期
における 
a)教員研修組織の立ち上げとその活動実
態 
b)校長会の再編とその活動実態 
の 2点に焦点をあてて分析する。研究成果は
秋の教育史学会等の関係学会において報告
する。  
 
② 平成 27 年度の進行計画とその方法 
平成 27 年度も、前年同様の調査および年
３回の研究会を継続する。予定の作業は以下
の通り。 
１）新聞資料や県内の教育関係広報等の調査 
２）市町村レベルの図書館における史料所在 
調査  
３）収集した史料目録の作成 
特に平成 27 年度は、1950～60 年代に創
設される県市教育研究所の活動実態に焦点
をあてた分析を行う。研究成果は平成 27 年
春の全国地方教育史学会、平成 27 年秋の教
育史学会等で報告する。 
 
③ 平成 28 年度の進行計画とその方法 
平成 28 年度はこれまでの資料収集状況
を総括するとともに、研究対象とする各県内
における校長会･地域教育関係団体に関わる
分析を進め、平成 28 年夏の日本教育学会、
秋の教育史学会でその報告を行う。 
最終年度は、地方教育会でリーダー的な役
割を果たした人物に関する教育研究活動に
も焦点を当てつつ、各郡市や町村に張り巡ら
された教育会･教育研究団体の重層的な組織
構造を持つ教員研修組織の構造が、戦後にも
継承され、地域独自の教員文化を創造したこ
とを論証することである。 
戦後の教員政策の流れ（たとえば教員再教
育講習会、学習指導要領（試案）の策定、 そ
して「逆コース」や学習指導要領の法的拘束
力の発生など）を踏まえつつ、地域独自の教
育課題も視野に入れながら、地域教育団体、
校長会、教育研究所がいかなる課題を意識し、
教員社会の再編に関わり、独自の研修組織と
そのノウハウ、さらには独自の教育文化（教
員研修組織と教員研修運営のノウハウ、新知
見や新技術の共有化、「学び続ける教師像」
など）を創造してきたのかを分析する。 
 
④ 研究成果の公表の方法 
研究成果は関連する学会において報告し、
また論文等を通じて、随時公表する。最終的
には、各県で収集した資料目録および分析結
果を、平成 29 年 3月に資料集･報告書として
まとめる。  
 
 
４．研究成果 

 3 年間の研究成果は、すでに研究論文（本
報告書に掲載した論文は１６本）、学会報告
（同１０件）、またこの他にも論文等が上梓
されているので、詳細については個々の論文
等を参照していただきたい。 
 ここでは、主要な研究成果を３点に絞り、
報告する。 
 
⑴ 校長会の働き 
 戦前・戦後通じて、地域における教育研究
活動――これが教員文化の中核である――
は校長会によって担われている。 
 校長会は、教育政策の末端にあって国の教
育政策を実行する組織である。たとえば、岐
阜県恵那郡を事例とした下掲の梶山論文１
において示しているように、小学校長会は戦
前においては国民精神文化研究会の組織、満
蒙開拓青少年義勇軍と拓殖講習会、錬成講習
会などを開催した。また戦後においては、い
ち早く戦後日本の「再建の教育」の演説、新
教育への取り組みを行っている。しかし、そ
の一方で、小学校長会は戦前・戦後を通じて、
教員の教育研究を組織し、継続してきた。 
 
⑵ 機関誌による教育研究の共有化 
 地域における教育研究活動の成果は、機関
誌等を通じて、地域の教員に共有されてきた。 
 本研究においては、秋田県における地域教
育雑誌を収集し、その目録を作成した。下掲
の板橋論文３、須田論文４、佐藤論文５に示
したように、秋田県においては、県校長会、
退職校長会、郡市校長会、県や市町村の教育
研究所、教科別の教育研究会、教職員組合、
教育振興会、教育協会、さらに北方教育同人
談話会などの刊行物が刊行されている。これ
らの雑誌に収められた論文や報告等は、地域
における教育研究活動の一部分に過ぎない
が、機関誌等を通じて教育研究に関わる情報
が共有され、蓄積されてきたことを示してい
る。 
 
⑶ 地域における校長会の機能 
 最後に今後の研究課題として、地域におけ
る校長会の機能について触れたい。 
 本研究を通して確認できたことは、地方の
教育界を支えてきたのは、校長会であること
である。校長会の主要な構成員は地方の師範
学校卒業生であり、卒業後は師範学校勤務、
視学、校長とほぼ同様のキャリアを経てきた
集団である（たとえば、下掲の学会報告２）。
集団としての校長会の機能、また個々の校長
の思想と行動（たとえば、下掲の梶山論文１
が論じている岐阜県恵那郡における西尾彦
朗など）の分析が不可欠である。 
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